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ノウサギ忌避効果試験

吉村 武志・仲野 節※

要 旨

ヒノキ１年生造林地において、ツリーセーブ原液（供試薬剤）とコニファー３倍液（対

照薬剤）をそれぞれ散布した苗木及び無処理苗のノウサギに対する忌避効果の比較試験を

行った。その結果、本数被害率がツリーセーブ２．０％、コニファー１２．４％、無処理１５．８％

となり、処理方法の違いによる忌避効果は明確にならなかった。一方、薬剤の苗木に対す

る薬害及び成長への影響はいずれも認められなかった。

※徳島県立城西高等学校神山分校

� はじめに

徳島県の野生獣類による林業被害はニホンジカ（以下シカとする）によるものがほとんどであるが、

シカ以外のカモシカやイノシシ、ノウサギ等による被害も場所や被害量の違いこそあれ依然として発生

している。一方、これらの被害対策としては現在、防護柵や防護チューブ等の設置による物理的防除法

が主流となっているが、化学的防除法としての忌避剤の散布も行われており、そのための忌避剤が幾つ

かの薬剤メーカーから販売されている。

そこで今回、シカ食害防止忌避剤として登録されているツリーセーブ（ヤシマ産業株式会社）のノウ

サギヘの忌避効果について検討したので報告する１）。

なお、本試験は社団法人林業薬剤協会の委託により実施した。

� 試験方法

１．試験地概要 試験地の概要については次のとおりである。

１）位置 試験地は徳島県阿波市（旧阿波郡市場町）にある民有林の大面積伐採跡地の一部を構成

するヒノキ１年生造林地（平成１６年３月５日植栽）で、ここに２か所の試験地（A及び B）を設

定した。

試験地の全景を図－１に示した。

２）地況 標高：５００～５４０m、地形：山腹斜面、斜面方位：E～ENE、傾斜角：３０°

３）林況 試験地Aの周囲には小面積もしく

は単木的にヒノキが残存し、さらに作業道越

しの東側にも３０年生前後のヒノキ人工林があ

る。一方、試験地Bは、Aより直線距離で

約８０m南に位置し、西側（斜面上部）を除

いて同林齢のスギ・ヒノキ人工林に囲まれて

いる。

４）被害状況 試験地周辺の新植造林地では以

前からノウサギ被害が多く、試験地北側の平

成１５年３月植栽のヒノキ造林地は、植栽１月 図－１ 試験地全景（右上：A、左上：B）
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後には剥皮や葉の摂食被害にあっている。ま

た、この地域にはイノシシも多く生息し、造

林地内外に多数の堀跡が確認されている。

２．試験区設定 試験区の設定等については次の

とおりである。

１）処理方法 対照薬剤を、既にノウサギ食害

防止忌避剤として登録されているコニファー

（株式会社日本グリーンアンドガーデン）と

し、これに無処理を加えて比較した。また、

薬剤散布は平成１６年３月９日に現地で、背負い式自動噴霧器を用い薬剤が苗木全体にかかるよう

に散布した。一方、無処理はそのままとした。

なお、散布当日の天候は快晴で微風の気象条件であった。

試験地別の処理状況を表－１に示した。

２）試験区 試験地AにはA１からA５まで

の５試験区を同様に試験地Bには６試験区

を、できるだけ帯状またはブロック状に配置

し、さらに１試験区内の処理方法別の供試本

数は１５本を基本とした。また、供試苗には全

て番号札を付けて区別した（図－２、３参

照）。

３．調査内容 次の項目について調査した。

１）被害事前調査 試験区設定時に供試苗のノ

ウサギ被害の有無を確認した。

２）忌避効果調査 忌避効果の判定調査を薬剤

散布後から最終調査時（６か月後）までの期

間、概ね１月毎に計６回行った。その際、被

害の形態を次の分類にしたがって調査・記録

した。

分類：①先端（梢頭部）被害②側枝被害

③剥皮被害④その他（主軸または枝切断）

なお、調査後は、その後の新たな被害と区

別するため食害部に白色油性ペイントを塗布

した。

３）薬害調査 薬剤散布１０日後と最終調査時

に、供試苗に対する薬害の有無を調査した。

４）苗木成長量調査 両試験地とも処理方法別

に３０本の供試苗を番号順に選び、樹高と地際

直径を試験区設定時と最終調査時に測定し

た。

表－１ 試験地別の処理状況

図－２ 試験地 Aのノウサギ被害苗の状況

図－３ 試験地 Bのノウサギ被害苗の状況［被害本数］
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表－２ 両試験地の調査日別の忌避効果判定結果
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� 結果と考察

１．被害事前調査 試験区設定が、供試苗が植栽されて間もないこともあり、ノウサギ被害は確認さ

れなかった。

２．忌避効果調査 両試験地における調査日別の忌避効果判定結果を表－２に、また、ノウサギ被害

苗の状況を図－２、３に示した。

表－２で処理方法別の供試本数が試験区設定時より減少しているのは、イノシシの掘り起こしによ

る枯死や調査期間中の歩道開設に伴う移植枯れ等によるものである。また、両試験地で調査日が第３

回目以降異なっているのは、下草繁茂による調査効率低下と気象が原因である。

なお、試験地Bにおいて第３回目にツリーセーブ区（B６）で、さらに第６回目に無処理区（B５）

でノウサギ糞を確認した。

［被害本数］ 表－２をみると、両試験地の無処理区では第１回目（４月９日）から主軸や枝の切断

被害にあい、その後も達続して剥皮被害等が発生している。

コニファー区の被害発生は試験地Aの第３回目（６月１６日）からであり、それ以降は無処理区同

様の様相を呈した。この時点でツリーセーブ区には被害は発生していない。一方、ツリーセーブ区で

の最初の被害は第５回目（８月９、１０日）に両試験地で１本ずつ、それぞれ伸長展開葉の摂食被害と

主軸地際の剥皮被害であり、その後も被害は１本に留まった。

両試験地を合わせた処理方法別の最終被害本数はツリーセーブ３本、コニファー２０本、無処理２３本

となり、供試本数（４５７本）に対する被害本数（４６本）が非常に少なかった。その原因の一つにノウ

サギの生息密度や植栽初年時の下刈り作業の省略が考えられる。また、被害本数の６０％が夏期（第４

回目及び５回目）に集中していた。

一方、図－１、２から、被害苗は試験地全体に分散しており、少なくとも場所による偏りは見られ

なかった。

［被害率］ 被害本数が少なかったことから全体的に低被害率で終息し、最終的に累積被害率はツリー

セーブ２．０％、コニファー１２．４％、無処理１５．８％であった。そこで、処理方法別に Tukey による多重

比較検定を行ったところ、いずれも有意差は認められなかった。

［被害分類］ 被害本数４６本のうち２５本が剥皮被害、１９本が主軸等の切断被害であり、両者で９０％以

上を占めた。また、複合被害は第５回目に試験地Aにおいて、無処理区に１本（剥皮被害と枝切断

被害）発生しただけであり、さらに同一供試苗の再被害はコニファーの３本のみであった。

３．薬害調査 薬剤散布１０日後の３月１９日と最終調査時の９月１３日及び１４日に調査したが、両試験地

とも薬害は認められなかった。

表－３ 両試験地の処理方法別の苗木成長量結果
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４．苗木成長量調査 両試験地における処理方法別の苗木成長量結果を表－３に示した。

樹高は最終調査時に全処理方法とも平均１６～２０cm伸長し、地際直径も平均３．１～３．５㎜肥大成長し

ていた。ここで、試験区設定時と最終調査時のそれぞれの樹高と地際直径について被害率同様に比較

検定したところ、処理方法別の有意差は認められなかった。

� おわりに

シカ食害防止忌避剤（ツリーセーブ）のノウサギに対する忌避効果試験を行った。その結果、本薬剤

の初期忌避効果は認められるとしても、全処理方法とも被害本数が少なく被害率も低かったこと、また、

無処理が対照薬剤（コニファー）と同程度の被害率であったことから、今回の試験では明確な結果を得

ることができなかった。

今後は、試験方法の検討も含めデータの蓄積を図る必要があると考える。

引用文献

１）布川耕一ら：ノウサギ防除（忌避）試験、平成１５年度林業薬剤等試験成績報告集、p３０６－３３７（２００４）

伐採後放置林におけるスギ省力造林作業の検証

後藤 誠

要 旨

徳島県那賀郡那賀町木頭の伐採後約７年間放置された林分に、自生広葉樹を活用した造

林作業と従来の造林作業の試験区を設定し、それぞれの試験区における作業時間を調べ

て、作業の省力化を比較検討した。その結果、自生広葉樹を活用した造林作業に係る作業

時間は、従来の造林作業と比べ約２分の１だった。次に、それぞれの試験区における１ha

当たりの造林経費を試算して、その低コスト化を検討した。その結果、自生広葉樹を活用

した造林作業では、従来の造林作業と比べて、５４％の経費で造林が可能となった。したが

って、自生広葉樹を活用したスギ造林作業は、省力化が図れるとともに、造林経費の低コ

スト化に繋がることが分かった。

� はじめに

近年、林業の採算性の低下、林業従事者の減少・高齢化、造林地での獣による苗木被害などによって

伐採後放置された森林が増加している。このまま放置された森林が増加すると、林業は成り立たなくな

る恐れがある。持続的な林業経営を行うためには、従来の方法と比べて少ない労力と経費で、放置林を

スギ林に誘導する方法が必要である。

これまで実施されてきた造林作業は、森林に生育する広葉樹を全て伐採した後に、経済的価値の高い

スギを植栽してきた。そして、成林するまで、スギの生育を妨げる広葉樹などを全て刈り払う保育作業

が行われてきた。このような、従来の育林技術は、多くの労力と経費を使い、自然に生育する広葉樹を

不用なものとしてきた。しかし、今後は不用とされる広葉樹を育林技術に活用することも必要である。

今回、伐採後約７年間放置された林分に、広葉樹を活用した造林方法の試験区と、従来の造林方法の
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試験区を設定した。それぞれの試験区の造林作業時

間を調べて、作業の省力を検証した。次に、作業時

間をもとに１ha 当たりの造林経費を試算して、造

林作業の低コスト化の検討を行った。

� 試験地及び調査方法

１．試験地 試験地は、那賀川上流域に位置する

徳島県那賀郡那賀町木頭西宇に０．５１ha 設定し

た。標高は４５０m、西向き斜面、傾斜３５°で、年

平均気温１３．５℃、年降水量は３，４４４mmである１）。

試験地の土壌母材は秩父帯の泥岩であり、土壌型

はBD だった。

１９９６年頃に伐採後、自生の広葉樹が成立してい

た林分を対象に、自生広葉樹を活用した造林方法

の試験区（以下新試験区）０．３８ha と従来の造林

方法の試験区（以下従来試験区）０．１３ha を隣接

して設定した。

新試験区は、自生広葉樹などを ha 当たり４００本

の密度で、木と木の間隔が５m程度になるよう

に選木した。残した広葉樹は、種数が多くなるよ

うに、有用な木だけでなく不用な木も含め、比較

的通直な木を選んだ。選木以外の木を伐採し、整

理せず放置した。空いた林地にスギを ha 当たり

１，５００本（従来密度の１／２）の密度で植えつけ

た。苗木は、３年生のスギ大苗（高さ４０－９５cm)

を用いた。新試験区の林分状況を表－１に示す。

残した自生広葉樹などは、アラカシ、エゴノキ、

クサギ、タマミズキ他２５種だった。植え付けたス

ギを含めると、３０種類の樹木で構成された。

従来試験区は、これまで徳島県下で一般的に行

われていた方法で造林を行った。つまり、林地に

生育していた自生広葉樹などを全て伐採し、伐採木を玉切り整理するとともに、４～５m間隔で林

地に横筋に棚積みした。地ごしらえのあと、２年生のスギ（高さ３０－６５cm)苗木を植裁密度 ha 当たり

３，０００本の１．８m間隔の正三角形で植裁した。従来試験区の林分状況を表－２に示す。

新試験区の選木作業は、２００３年７月２８日、同年１０月２１日に行った。それぞれの伐採作業等は、２００３

年１２月中旬に行い、植え付け作業は２００４年３月中旬に行った。

２．調査方法 新試験区と従来試験区の造林作業（伐採作業、植え付け作業）時間を計測した。作業

は、選木作業以外全て同一の２名の作業者が行い、それぞれの試験区では２名が同時に作業を行った。

作業時間は、現場までの移動時間を含み、昼食や休憩時間を含まない時間とした。また植え付け作業

時間の中に、最寄りの林道から現場まで、徒歩で苗木を運搬した時間（距離約１００m)を含めた。

表－１ 新試験区の樹高と本数

表－２ 従来試験区の樹高と本数
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新試験区における選木作業は、２名で行った。その作業時間には、残す木に目印を付ける作業や樹

高を計測する時間を含めた。

� 結果と考察

１．造林作業時間 試験区別の造林作業時間を図－１に示す。

新試験区における０．１ha 当たりの延べ選木時間は２時間６分、伐採作業は８時間４分、植え付け

作業は６時間４０分で、造林作業全体が１６時間５０分となった。従来試験区における延べ伐採等作業は

２７時間２６分、植え付け作業は１０時間１５分で、造林作業全体は３７時間４１分となった。

特に、新試験区の伐採作業時間は、従来試験区と比べ約３分の１の時間であった。これは、新試

験区は、ha 当たり４００本の密度で広葉樹を残したことと、伐木した広葉樹の玉切りや整理・棚積み

作業を省いたからである。新試験区の植え付け本数は、従来試験区と比べ２分の１（３，０００÷１，５００）

となったが、苗木が大きかったため、従来試験区の作業時間と比べ約３分の２であった。その結果、

新試験区の造林作業時間は、従来試験区と比べ約２分の１であった。

２．造林経費試算 試験区別の１ha 当たりの造林経費試算を表－３に示す。

この中で、従来試験区のスギ２年生苗木単価は、H１５年度の徳島県の苗木実勢単価を用いた。一

方、新試験区のスギ３年生苗木単価は、県下で販売実績がないため、試算値（２年生苗木の２倍程

表－３ 試験区別の１ha 当たりの造林経費試算

図－１ 試験区別の造林作業時間結果
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度）を用いた。結果的に、新試験区の３年生苗木単価は、従来試験区２年生苗木単価の２倍程度だ

ったが、植裁本数が半分だったため、ha 当たりの苗木代には差がなかった。特に、新試験区の伐

採などの労務費１７６，８８０円が、従来試験区の６１９，０８０円と比べ３分の１程度だった。１ha 当たりの

造林経費合計は、新試験区で５７８，５００円、従来試験区で１，０６８，８８０円だった。このように、新試験区

では、従来試験区の５４％の経費で造林が可能となった。

� 結 論

徳島県那賀郡那賀町木頭の伐採後約７年間放置された林分に、自生広葉樹を活用した造林作業と従来

の造林作業の試験区を設定した。それぞれの試験地における作業時間を調べて、作業の省力化を比較検

討した。その結果、自生広葉樹を活用した造林作業に係る作業時間は、従来の造林作業と比べ約２分の

１の時間だった。次に、それぞれの試験区における１ha 当たりの造林経費を試算して、その低コスト

化を検討した。その結果、自生広葉樹を活用した造林作業では、従来の造林作業と比べ５４％の経費で造

林が可能となった。以上のことから、自生広葉樹を活用したスギ造林作業は、省力化が図れるとともに、

造林経費の低コスト化に繋がることが分かった。

今後は、それぞれの試験区における保育作業時間や保育経費を調査する。最終的には、造林から成林

するまでの造林保育作業時間と経費を比較して、省力・低コスト化の検証を行う計画である。

� 謝 辞

本研究では、木頭村の早川幸男氏の協力を得て試験地を設定した。また、試験地設定や調査において、

木頭森林組合の松本敏男氏、佐々木輝義氏、田中哲氏の協力を得た。これらの人にお礼申し上げる。

引用文献

１）徳島地方気象台ホームページ（２００３年報）、http：//www.osaka-jma.go.jp/tokushima/tokushima/geppo、

htm

穿孔虫被害の危険性が低い間伐材生産方法の検討

後藤 誠

要 旨

年間安定的に間伐材を生産するために、春から夏期において穿孔虫被害の危険性が低い

間伐材生産方法を検討した。従来、３～７月に伐倒後林内に放置した葉枯らしは、穿孔虫

被害を受ける危険性が高いとされている。今回の試験でも、３～７月に伐採する葉枯らし

は避けることが望ましいという指摘を支持する結果だった。特に５月は、穿孔虫被害の危

険性が最も高かったので、生材生産を含め注意を要する時期だった。

今回、着目した巻き枯らし（立木のまま樹皮を剥ぎ枯らした）による林内乾燥方法は、

穿孔虫被害の危険性は低かったが、含水率の低下が不十分で、適当な方法ではなかった。

これら以外で、１２月に先行伐採を行い、約４カ月間葉枯らしし、翌年４月までに搬出する

方法は、含水率が十分に低下し、穿孔虫被害の危険性が少ないことが示唆された。
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� はじめに

間伐される森林は増加しているが、間伐材生産の採算性は低い。採算性が低い原因の一つとして、年

間安定的に間伐材を生産できない現状がある。年間安定的に間伐材を生産することが可能となれば、生

産量は増大され、生産する機械の稼働率も高まり採算性の向上が期待できる。しかし、一般に春から夏

期の間は、間伐材を生産することは避けられ、年間安定的に生産することができない原因となっている。

なぜならば、この時期に伐採された間伐材は、穿孔虫被害を受けやすく材の価値が低下すると考えられ

ているからである。

間伐材を生産する過程で、先行伐採して一定期間林内に放置する葉枯らしを行い、材の重量を軽くし

て搬出することが、搬出や運搬効率を高める方法である２，５，６）。しかし、３～７月に伐倒後、林内に放置

した葉枯らしは、穿孔虫被害を受ける危険性が高いとされている３，５，６）。野渕ら１）は、薬剤散布による予防

効果を示したが、現在ではコストがかかり、実用性が低いと考えられた。また、牧野ら５）は、当時の見

解として、夏期の葉枯らし材生産において決定的な予防法はないことを指摘した。

年間安定的に間伐材を生産するためには、春から夏期において穿孔虫被害の危険性が低い間伐材生産

方法が必要である。なおかつ、これら生産方法は、先行伐採等を行い林内で乾燥させる方法が望ましい。

そこで、従来の葉枯らし（伐倒後枝葉のつけたまま枯らした）と、巻き枯らし（立木のまま樹皮を剥ぎ

枯らした）による林内乾燥の試験を行った。春から夏期に、林内乾燥を開始し、約４ヶ月間林内で放置

後、間伐材の穿孔虫被害状況を調査した。また、伐採直後の生材と、葉枯らし材・巻き枯らし材の含水

率を調べた。そして、林内乾燥方法別、伐採時期別に被害状況と含水率を比較して、春から夏期におけ

る穿孔虫被害の危険性が低い間伐材生産方法を検討した。

� 方 法

試験は、那賀郡那賀町南川和喰試験林内のスギ３８年生で行った。試験地の概要を表－１に示す。試験

木は、２００３年１２月及び２００４年２～７月に間伐した、葉枯らし材各月１０本と、２００４年３～７月に立木の樹

皮を剥いだ巻き枯らし木を各月１０本設定した。林内乾燥期間は、牧野５）の指摘に準じて４ヶ月とした。

葉枯らしは、チェーンソーで下向きに伐倒し、枝葉付きとした。巻き枯らしの方法は、ノコギリとヘ

ラを使い、元部から上部１mから１．５mまでの間の樹皮を剥いだ。そのまま約４ヶ月間立木乾燥後、チ

ェーンソーで下向きに伐倒した。また、樹皮を剥いだ巻き枯らし材は、樹皮が剥ぎやすい３～７月に設

定した。

試験木への穿孔虫被害調査は、約４カ月間乾燥した後、葉枯らし、巻き枯らし材とも元部から上部へ

向かって１～２mの部分の丸太を玉切りした。その後、長さ１mの玉切り材の皮を剥ぎ、キクイムシ

類の穿孔数を調べた。玉切り材の辺材部を穿孔した昆虫は、ほとんどがキクイムシ類だった。他にヒメ

スギカミキリの幼虫が、樹皮下の辺材表面部を扁平な溝状に加害していた。しかし、加害部は、製材品

劣化の影響が少ないので穿孔虫被害からは除外した。また、樹皮下の辺材表面部からさらに辺材深く穿

孔していたが、ごく少数だったのでキクイムシ類の穿孔数に含めた。

試験木への穿孔虫飛来調査は、葉枯らし材の元部から１．５m付近に８×５０cmの粘着紙（アースバイオ

ケミカル製「カミキリホイホイ」）を１本につき１枚づつ、粘着面が表になるよう取り付けた。調査期

表－１ 試験地の概要
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間は、３月から１０月とし、粘着面に飛来したキクイムシ類（穿孔虫）の数を調べた。

試験木の元部から４m付近で、厚さ５cm程度の円盤を採取した。辺材と心材を切り分け、生重量を

計測後、乾燥機で１０５℃で４８時間乾燥した。その後、全乾重量を測定し含水率を求めた。

� 結 果

全試験木１２０本における穿孔虫被害と飛来状況を表－２に示す。３月～７月までの試験木の総穿孔数

は、葉枯らし１７８に対し、巻き枯らし４となり、葉枯らしが有意に高かった（Mann-Whitney の U検定：

U＝１．５、p＜０．０５）。また、３月～７月までの試験木被害本数は、葉枯らし１４本に対し、巻き枯らしは

３本だった。穿孔虫被害が確認された試験木の割合は、葉枯らしのほうが巻き枯らしよりも有意に高か

った（Fisher の正確確率検定：１４／３６vs．３／４７、p＜０．０１）。

林内乾燥方法別の含水率を表－３に示す。１２月の生材含水率（平均±SD＝１５５．５±９．９％）と、葉枯

らし材（平均±SD＝７２．４±２１．６％）を比較すると、生材が葉枯らし材よりも有意に高かった（t検定 : t

＝１１．１、p＜０．０１）。２月の生材含水率（平均±SD＝１５３．０±１６．５％）と、葉枯らし材（平均±SD＝５０．８

±１２．７％）を比較すると、生材が葉枯らし材よりも有意に高かった（t検定：t＝１５．５、p＜０．０１）。３月

の生材含水率（平均±SD＝１４６．７±１７．０％)、葉枯らし材（平均±SD＝６２．５±１２．０％）、巻き枯らし材（平

均±SD＝１４７．２±１４．４％）を多重比較すると、生材と巻き枯らし材が葉枯らし材よりも有意に高かった

（Tukey－Kramer 法、p＜０．０５）。４月の生材含水率（平均±SD＝１３０．１±３１．４％）、葉枯らし材（平均

±SD＝７６．７±２２．３％）、巻き枯らし材（平均±SD＝１２５．４±１９．１％）を多重比較すると、生材と巻き枯

らし材が葉枯らし材よりも有意に高かった（Tukey－Kramer 法、p＜０．０５）。５月の生材含水率（平均±

SD＝１１９．７±２３．６％）、葉枯らし材（平均±SD＝８１．９±２７．７％）、巻き枯らし材（平均±SD＝１０４．７±

１８．９％）を多重比較すると、生材が葉枯らし材よりも有意に高かった（Tukey－Kramer 法、p＜０．０５）。

６月の生材含水率（平均±SD＝１０４．８±２０．２％）、葉枯らし材（平均±SD＝９６．２±２０．３％）、巻き枯ら

し材（平均±SD＝１２０．２±３６．２％）を多重比較すると、全て有意差は認められなかった（Tukey－Kramer

法、p＜０．０５）。７月の生材含水率（平均±SD＝１２１．８±８．８％）、葉枯らし材（平均±SD＝９１．１±２４．５％）、

巻き枯らし材（平均±SD＝１１１．５±２４．６％）を多重比較すると、生材が葉桔らし材よりも有意に高かっ

た（Tukey－Kramer 法、P＜０．０５）。

葉枯らし試験木への穿孔虫飛来数の推移を図－１に示す。２週間に１回程度の間隔で、１０本（１０枚）

当たりの捕獲した穿孔虫（キクイムシ類）数で示した。調査を開始した捕獲日３月８日の穿孔虫数４か

表－２ 穿孔虫被害と飛来状況
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ら、４月２日まで漸次減少後増加に転じた。増加後、５月１８日穿孔虫数１１をピークに減少し、８月４日

から以降は確認できなかった。

葉枯らしの伐採時期別の穿孔虫数と被害本数を表－４に示す。葉枯らし試験木の月別総穿孔数は、１２

月及び２月～７月までを多重比較すると、５月が１２月、３月、４月、６月、７月より有意に高かった（Bon-

ferroni 法、p＜０．０５）。

� 考 察

表－２から３～７月の、試験木へのキクイムシ類による総穿孔数は、葉枯らしのが巻き枯らしよりも

高かった。また、試験木への被害本数割合も、葉枯らしが巻き枯らしよりも高かった。一方、３～７月

に葉枯らしされた伐倒木は、キクイムシ類による被害が指摘されている６）。今回の調査でも、３～７月

に葉枯らしされた伐倒木は、キクイムシ類の被害が確認された。

表－３ 林内乾燥方法別の含水率

図－１ 葉枯らし試験木への穿孔虫飛来数の推移
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表－３より、１２及び２～７月の間に伐採された生材や葉枯らし材と巻き枯らし材の含水率を比較し

た。１２月と２～５月及び７月に伐倒された葉枯らし材が、生材と比べ含水率が低かった。６月（梅雨期）

に伐倒された葉枯らし材の含水率は、生材と差が認められなかった。このことから、穿孔虫被害の有無

に関わらず６月に葉枯らしする必要性は認められなかった。また、巻き枯らし材は、生材と比べ含水率

に差が認められなかった。このことから、巻き枯らし材は穿孔虫被害の危険性が低かったが、含水率の

低下度が十分でなく適当な乾燥方法ではなかった。

次に、３～７月に間の林内乾燥法を葉枯らしに絞った。図－１より、３～７月に伐倒した葉枯らし材

へ飛来した穿孔虫飛来数は、５月が最大だった。また、表－４より他の時期と比べ５月に伐倒した葉枯

らし材が、穿孔数及び被害本数割合が高かった。また井坂４）は、同和喰試験林内で誘引トラップによる

キクイムシ等の捕獲試験を行い、ハンノキキクイムシを含めた穿孔虫を５月中旬から下旬に最も多く捕

獲した。このことから、特に５月は穿孔虫被害の危険性が最も高い時期と考えられた。反対に、表－４

より６月を除く３～７月期の中で、穿孔虫被害の危険性が比較的低い時期は３、４、７月に絞られた。

試験木への穿孔数や被害木の頻度は、穿孔虫飛来時期と密接な関係があると考えられる。一方、キクイ

ムシ類のアンブロシアキクイムシ（ハンノキクイムシなど）は、辺材部に穿入して材そのものを食べる

わけでなく、餌として特殊な共生菌（アンブロシア菌）を坑道に植えつけている５，７）。このことから、穿

孔虫被害を評価するには、共生菌のすみかとなる好適な被害木（葉枯らし材）の土地環境や材の水分状

態などを考慮する必要がある。今後の課題として、３～７月の穿孔虫被害の危険性が低い他の間伐材生

産方法をさらに検討する必要がある。

徳島県の葉枯らし乾燥基準では、穿孔性害虫の予防面から２～６月の伐採は避けることが望ましい６）

と定められている。表－４より３～７月以外の葉枯らしについて、１２月伐倒木は穿孔数と被害本数とも

０だったが、２月伐倒木は穿孔数２．６±４．６と被害本数４が認められた。井坂４）は、カナクギノキクイム

シ、ミカドキクイムシを２月下旬から３月上旬の１カ月に多く捕獲した。このことから、３～７月の伐

採は避けることにくわえ、徳島県では２月の伐採も避けることが望ましいと推定された。一方、１２月伐

採による葉枯らしは、表－４より穿孔虫被害が低いことが示唆された。この場合の葉枯らし材の含水率

は表－３より生材と比べ低かった。

� まとめ

年間安定的に間伐材を生産するため、春から夏期における穿孔虫被害の危険性が低い間伐材生産方法

を検討した。従来、３～７月に伐倒後林内に放置した葉枯らしは、穿孔虫被害を受ける危険性が高いと

されている３，５）。今回の試験でも、３～７月に伐採する葉枯らしは避けることが望ましいという指摘を支

表－４ 葉枯らしの伐採時期別の穿孔虫数と被害本数
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持する結果だった。特に５月は、穿孔虫被害の危険性が最も高かったので、生材生産を含め注意を要す

る時期だった。また、徳島県では、３～７月にくわえ、２月の伐採による葉枯らしも避けることが望ま

しいという葉枯らし基準６）を支持する結果だった。

今回、着目した巻き枯らし（立木のまま樹皮を剥ぎ枯らした）による林内乾燥方法は、穿孔虫被害の

危険性は低かったが、含水率の低下が不十分で、適当な方法ではなかった。これら以外で１２月に先行伐

採を行い約４カ月間葉枯らし後、翌年４月までに搬出する方法は、含水率が十分に低下し、穿孔虫被害

の危険性が少ないことが示唆された。この場合、５月には丸太への穿孔虫飛来が最大となることを考慮

して、必ず４月までに林内から搬出することが必要と考えられた。
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３）野渕 輝（１９９２）スギ・ヒノキ葉枯らし材と風倒木に穿孔するキクイムシ類（�）、林業と薬剤１２２：
２７－３３

４）井坂利章（１９９２） スギ葉枯らし材の虫害調査（予報）、徳島県林業総合技術センター研究報告２９：

２２－２５

５）牧野俊一・吉田成章（１９９３）葉枯らし材の害虫とその対策、林業技術６１２：７－１０
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菌床シイタケの安定生産に関する研究

阿部 正範

要 旨

シイタケ栽培は原木栽培に比べて、労働力の軽減、収穫期間の短縮、増収が見込めるこ

とから、現在では木粉を利用した菌床栽培が主流となっている。ところが、１９９０年代初頭

から輸入シイタケによる価格下落が問題となり、国内のシイタケ生産者は、安価な輸入シ

イタケに対抗するために、高品質なシイタケの安定栽培を求めるようになった。そこで、

このようなニーズに応えるために、菌床シイタケの安定生産に関する研究を行った。

多くの生産者は、空調設備を保有せず、自然温度を利用した栽培を行っており、それに

対処するために、培養温度、培養袋、培地への水分供給といった栽培条件について分析を

行った。その結果、培養前期と発生操作前に温度の上昇防止策が必要、通気性の高い培養

袋の使用、水分供給のための培地の浸水時間は培養終了時点の含水率が目安という栽培条

件が明らかとなった。
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� はじめに

シイタケ栽培は原木栽培に比べて、労働力の軽減、収穫期間の短縮、増収が見込めることから、現在

では木粉を利用した菌床栽培が主流となっている。ところが１９９０年代初頭から輸入シイタケによる価格

下落が問題となり、国内のシイタケ生産者は、安価な輸入シイタケに対抗するために、高品質なシイタ

ケの安定栽培を求めるようになった。こうした社会的ニーズに応えるために、菌床シイタケの安定生産

を目的とした研究を実施したのでその結果を報告する。

菌床シイタケ栽培の培養及び子実体発生における環境因子は、光１－２）、温度３－４）、水分条件５－８）、ガス条

件９－１０）等があげられ、これらの因子が及ぼす影響について、さまざまな検討が行われている。特に栽培

現場では、培養温度、水分条件、培養袋の通気性が子実体の収量と安定生産に多大な影響を及ぼすため、

それらの解明が望まれているところである。

菌床シイタケの栽培方法は、培養及び子実体発生を空調機器によって温度制御された施設で行う空調

栽培法と簡易ハウス、林内、人工ほだ場等を利用して自然環境下の温度で行う自然栽培法の２方法に大

別される。空調栽培法は、周年栽培を行うことを目的とする栽培法であるが、施設の整備に多額の資金

を要するという欠点がある。逆に自然栽培法は、季節栽培型であるが施設整備に多額の資金を要しない。

そのため、多くの生産者が自然栽培法を取り入れた栽培を行っている。環境因子のひとつである培養温

度は、自然栽培法が施設栽培法に比べて重要な因子になると考えられる。施設栽培法では、培養温度は

通常２１℃前後で一定である。ところが自然栽培法では、温度の制御が困難で、時に培養温度の上昇によ

る影響と思われる子実体発生量の低下が見られる。そこで、培養中のある一定期間をシイタケ菌糸の生

長限界とされる３０℃１１）以上で培養を行い、その時点の培養袋内の二酸化炭素濃度と培地内温度及び子実

体の発生量とその形質を測定し、菌床シイタケ栽培における培養期間中の温度変化が子実体発生に及ぼ

す影響について検討した。

ガス条件については、培養室の二酸化炭素濃度をできるだけ低く保つために、換気を充分行い、培養

袋の内側と外側の空気の循環をよくして、培養袋内に二酸化炭素が蓄積しないようにするとともに、通

気のよいフィルターを装着した培養袋を使用するよう栽培指導書１２－１３）に指摘されている。栽培キノコの

培養過程におけるガス条件については、エノキタケ、ヒラタケ、ブナシメジについて二酸化炭素の排出

量１４）や酸素消費量１５）、ヒラタケ、シイタケについては菌糸生長・子実体の発育に及ぼす二酸化炭素の影

響１０，１６）が報告されている。またシイタケでは、培養袋の違いによる袋内の酸素濃度９）の報告もなされてい

る。しかし、培養容器内の二酸化炭素濃度については、エノキタケで栽培瓶の違いによる培地内の二酸

化炭素濃度１７）について報告されているものの、菌床シイタケ栽培では、培養袋の違いによる袋内の二酸

化炭素濃度と子実体発生量についての報告は見あたらない。そこで、菌床シイタケ栽培に適した培養袋

を検討するために、培養中の培養袋内の二酸化炭素濃度を４種類の培養袋で測定するとともに、培養袋

の違いと培養袋内の重量変化、菌糸伸長量、子実体発生量の関係を調査した。また、これらの結果を基

に、菌床シイタケ栽培に適した培養袋の開発を行った。

水分条件については、菌床シイタケ栽培では、子実体の発生を促すための培地の冠水処理は必須条件

となっている５）。培地への冠水処理は、主として水漕の中に培地を浸水させる方法と、散水ノズルなど

で培地表面に散水する方法に大別される。散水による冠水は、浸水によるそれに比べて労力は軽減され

る。しかし、発生している子実体に水がかかるなどの不備があると、水分を多く含んだ低品質な子実体

となる。そのため高品質な子実体を得るためには、浸水による冠水が適していると考えられる。ところ

が、培養中の培地含水率、培地重量１８）、水ポテンシャル１９）の変化、散水方法が子実体発生に及ぼす影響２０）

については報告されているが、培地の浸水時間が子実体発生に及ぼす影響については報告されていな

い。そこで、発生操作における浸水時間、培地含水率及び子実体発生量を測定し、発生に最も適した浸
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水条件を検討した。また、シイタケが子実体形成時に必要とされる炭素源の吸収のために、セルロース

やリグニンの分解に関与する加水分解酵素のセルラーゼと酸化還元酵素のラッカーゼの活性上昇は重要

であると考えられることから、浸水が酵素活性に及ぼす影響についても検討した。

� 培養温度が子実体発生に及ぼす影響

１．実験方法

１．１ 供試菌、接種源及び供試培地 菌株は、市販品種の北研６００号を用いた。接種源は、粒度

が２０メッシュより小さい広葉樹おが粉と栄養材として米ぬかを乾物重量比で５：１、含水率６２％に

調整した培地に PDA平板培地で培養した供試菌を接種し、２１℃で６０日間培養したおが粉種菌を使

用した。

培地材料には、３メッシュより大きい粒度の広葉樹おが粉と２０メッシュより小さい広葉樹おが粉

及び栄養材として米ぬか、ふすまを使用した。これらの材料を乾物重量比でそれぞれ５：５：１：

１に配合したものを培地とした。

培地は水道水を用いて、含水率を６２％に調整した。これを片面に通気用フィルターを装着した１．２

㎏用のポリプロピレン製培養袋（ST－１２P－２５、株式会社シナノポリ）に１㎏充填し、１１７℃で９０

分間殺菌して放冷後、接種源を１培地当たり約１５g接種した。

１．２ 培養、子実体の発生条件と採取 培養条件は、通常の培養温度を２１℃、培養室の相対湿度

を６５％、培養期間を９０日間とした。菌糸が培地全体にほぼ蔓延した接種２７日後（培養前期）と培地

表面の褐変がほぼ終了した接種５６日後（培養中期）、及び発生操作開始直前にそれぞれ培養温度を

シイタケ菌糸の生長限界とされる３０℃及び３５℃に上昇させて培養を行った。一定期間高温で培養し

た後、２１℃の培養温度で培養を続行した。対照区（NT）は、２１℃で培養を行った。培養温度と高

温処理期間を表－１に示す。また培養は、培養中の培地内温度と培養袋内の二酸化炭素濃度を測定

するとき以外は、暗黒下で行った。

培養が終了した培地は培養袋から取り出し、培地表面を水道水で洗った後、温度１７℃、相対湿度

８５％、８００１ux の昼白色蛍光灯２本による１日８時間の照明下の発生室で、子実体を発生させた。

１次発生終了後、ただちに浸水処理による培地への水分供給を行い２次発生に備えた。このよう

に、発生終了後の培地への浸水処理を繰り返して４次発生までの子実体の発生状況を調査した。浸

水処理時間は１次発生終了後が４時間、２次発生終了後８時間、３次発生終了後２４時間とした。

子実体の採取は、内被膜が切れかかった時点

で行い、発生重量と子実体の形質を測定した。

子実体の形質は、菌傘直径５cm以上を L、４cm

以上５cm未満をM、３cm以上４cm未満を S、

３cm未満及び奇形をOとした。

１．３ 培養袋内の二酸化炭素濃度の測定 高

温処理した期間を中心に、培養中の培養袋内の

二酸化炭素濃度を測定した。測定日は、培養前

期の接種２７日後から高温処理を開始した試験区

と培養中期の接種５６日後から高温処理を開始し

た試験区では、高温処理開始直前、高温処理期

間の中間日、すなわち３０P５と３０M５では高温

処理開始３日後、３０P１０と３０M１０では高温処理

表－１ 培養温度と高温処理期間
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開始５日後、３５P３と３５M３では高温処理開始２日後とした。また、高温処理期間の終了翌日、高

温処理期間終了５日目後、高温処理期間終了１０日後にも培養袋内の二酸化炭素濃度を測定した。発

生操作開始直前に高温処理を開始した試験区では、高温処理開始直前と高温処理期間の中間日すな

わち３０F５は高温処理開始３日後、３０F１０は５日後、３５F３は２日後、及び高温処理期間終了翌日す

なわち発生操作開始日とした。二酸化炭素濃度の測定時期を図－１に示す。

二酸化炭素濃度の測定は、ガス検知管（No.２L二酸化炭素、株式会社ガステック）を用いた。測

定個所は、培地と培養袋のシール部分との間の空間で、通気フィルターの下部に当たる部分に、検

知管を挿入して二酸化炭素濃度を測定した。供試数は、各試験区３培地とした。

１．４ 培地内温度の測定 温度記録計（Thermo Recorder RT－１０、タバイエスペック株式会社）

を用いて培養中の培地内温度を測定した。温度センサーを培地の中央部に設置し、培養全期間にわ

たり１時間毎に培地中央部の温度を記録した。供試数は、各試験区３培地とした。

２．結果と考察

菌床シイタケ栽培における培養期間中の温度変化が、子実体発生に及ぼす影響について検討し

た２１）。

１培地当たりの子実体発生状況を表－２に示す。また、接種２７日後、５６日後、発生操作開始直前に

それぞれ高温処理を行ったときの高温処理区と対照区の培養袋内の二酸化炭素濃度差を図－２に、接

種２７日後、５６日後、発生操作開始直前にそれぞれ高温処理を開始した試験区における１０時時点の培地

内温度の推移を図－３に示す。

培養中のシイタケ菌は、栄養生長時にセルラーゼ、ラッカーゼなどの酵素を分泌して培地成分を分

解し、菌糸がこれを吸収・利用する。特に菌糸蔓延時にはラッカーゼの活性が高くなる２２）。シイタケ

菌の材腐朽力は、生長限界に近い３２℃が最も高いとされている２３）。このことから、酵素活性は対照区

の培養温度である２１℃より３０℃の方が高いと考えられる。

３０P５、３０P１０、３０M５は、総発生個数は対照区と差は見られなかったが、M以上の発生個数は、

対照区より増加した。また、発生重量も増加した。これは、菌糸蔓延時に培養温度が上昇したため、

酵素活性が高まったことで子実体発生に必要な菌体内貯蔵養分が増大したことが、M以上の発生個

数の増加につながったものとも考えられる。３０M１０は、発生重量と総発生個数が対照区より多く発生

したが、これは Sと Oの発生個数の増加によるものである。培地の熟成が進んだ培養中期に、酵素

の活性が高くなると考えられる３０℃が、１０日間という長期間継続したことにより、培地の熟成が進み

図－１ 二酸化炭素濃度の測定日
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すぎたことが、小型子実体多発生の原因と考えられる。培養温度を３０℃に上昇することで酵素活性が

高くなり、菌糸の活動が促進されたことは、高温培養期間終了後における３０P５、３０P１０、３０M５、３０

M１０の培養袋内の二酸化炭素濃度が上昇していることからも推察できる。３５P３では、総発生個数は

対照区と差は見られないが、M以上の発生個数が少なく、発生重量も危険率５％で有意差は認めら

れなかったが対照区より少なかった。

また、３５M３は発生重量、総発生個数、M以上の発生個数とも対照区より少なかった。

特に３５P３は、対照区より高温培養期間終了後の二酸化炭素濃度と培地内温度が低下した。これは

シイタケ菌が衰弱したためと思われ、シイタケ菌の一時的な衰弱が発生量に悪影響したものと考えら

れる。３５M３については、高温培養期間終了後の二酸化炭素濃度は対照区より高く、対照区に比べて

菌糸生長は促進されたと考えられる。３５M３は高温培養期間終了後、褐変した培地表面からシイタケ

菌糸が再発菌して培地の表面が、菌糸により白色化する現象が見られた。白色化した培地表面部分か

らの子実体発生は少なかった。そのため発生重量、発生個数が対照区より少なくなった。３０F５は、

発生重量とM以上の発生個数が対照区より少なく、３０F１０は、発生重量とM以上の発生個数及び総

発生個数とも対照区より少なかった。２１℃で８０日間と８５日間それぞれ培養した３０F５、３０F１０は、３０℃

で培養を開始する前は培地内に子実体まで生長可能な大きな原基が多数存在していたものと推定され

る２４）。ところが、培養温度が上昇したことで子実体になるべき原基が衰弱し、その結果、子実体の発

生量が減少したと考えられる。発生操作開始３日前に培養温度を３５℃とした３５F３は、発生操作後に

培地が害菌に汚染されて子実体は発生しなかった。シイタケ菌は、ホダ木内の菌糸の場合、４０℃で約

２０時間は生存可能であるが４５℃から５０℃になると死滅する１１）。３５F３は、培地内温度が３５℃を越える

期間が３日間続いたため、菌糸が衰弱したと思われる。これは、高温培養期間終了後の培養袋内の二

酸化炭素濃度が対照区に比べて低かったことからも推察できる。菌糸が衰弱し害菌に対する抵抗力が

低下したところに、発生操作のため培地を培養袋から取り出したために害菌に汚染されたと推察され

る。

菌床シイタケ栽培における培養温度は、２１℃を中心に行われている。しかし、発生操作直前に培養

温度が３０℃に上昇すると子実体の発生量が減少傾向となり、３５℃を越えると不発生となることが分か

った。また、菌糸が培地全体に蔓延した培養の前期と培地の褐変が終了した培養中期では、培養温度

が３０℃に上昇すると子実体の発生量は増加傾向となるが、３５℃を越えると発生量は減少傾向となっ

表－２ 高温処理が子実体発生に及ぼす影響
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図－２ 高温処理区とNTの培養袋内の二酸化炭素濃度差 Before：高
温処理前(０．０％）、Middle：高温処理期間の中間日、Next：高温処理終
了翌日、after５th：高温処理終了５日後、after１０th：高温処理終了１０日
後．
３０P５、３０P１０、３５P３、３０M５、３０M１０、３５M３、３０F５、３０F１０、３５F
３：表－１参照

図－３ 培養中の高温処理が培地内部の温度に及ぼす影響温度測定：
AM１０：００／日．
NT、３０P５、３０P１０、３５P３、３０M５、３０M１０、３５M３、３０F５、３０F１０、
３５F３：表－１参照
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た。

培養の中期に３日間、３５℃で培養した後の培養袋内の二酸化炭素濃度は、培養前期のそれに比べて

高いことから、培地の褐変が、終了した培養中期の菌床培地は前期の培地に比べて高温に対して耐性

が強いと考えられた。ただし子実体発生量は、前期の培地に比べて少ない傾向となった。培養中期に

３日間３５℃で培養した３５M３は、褐変した培地表面からシイタケ菌糸が再発菌して、培地表面が菌糸

で白色化する現象が見られた。白色化した部分では、原基が減少したと考えられ、そのため子実体の

発生量が減少することが分かった。

空調設備を利用しない自然栽培法では、培養前期と発生操作前の温度管理が重要であることが分か

った。特に発生操作前の温度上昇は、子実体発生量に多大な悪影響を及ぼすことが分かった。

� 培養袋の通気性が子実体発生に及ぼす影響

１．実験方法

１．１ 供試菌、接種源及び供試培地 供試菌、接種源及び供試培地は、前項と同様とした。培地

は、水道水を用いて含水率を６２％に調整した。

これを市販されている４種類の培養袋に１kg 充填し、１１７℃で９０分間殺菌して放冷後、接種源を

１培地当たり約１５g接種した。

１．２ 培養袋 試験に使用した培養袋を表－３に示す。袋はすべて１．２kg 培地用である。E、D

は、キャップに通気フィルターを装着した同じ培養袋である。一部の栽培指導書では、二酸化炭素

は空気の中では重い気体なので、培地を横に倒しフィルター部分を横にすることで培養袋内の上部

は、酸素濃度が高くなる２５）と述べられている。そこで、フィルター付きキャップを使用した培養袋

では、種菌の活着を確認次第直ちに培地を横に倒して培養を行い、二酸化炭素の排出促進効果を測

定した。なお、供試培地数は、各培養袋１０培地とした。

１．３ 培養、子実体の発生条件と採取 培養期間は１００日、培養温度は２１℃、相対湿度は６５％以

上とした。接種３０日後までは暗黒で、３１日目以降は８００lux の昼白色蛍光灯２本による１日８時間

の照明下で培養を行った。培養室の換気条件は、外気の導入を６０m３/h となるよう設定した。培養

室内の二酸化炭素濃度は、０．０６～０．１％であった。

培養が終了した培地は、培養袋から取り出し培地表面を水道水で洗った後、発生室へ移動、１次

発生を行った。発生室の温度は１７℃、相対湿度は８５％とした。また照明は、８００１ux の昼白色蛍光

灯２本による１日８時間の照明とした。

１次発生終了後、ただちに浸水処理による培

地への水分供給を行い２次発生に備えた。この

ように発生終了後の培地への浸水処理を繰り返

して５次発生までの子実体の発生状況を調査し

た。浸水処理時間は１次発生終了後が４時間、

２次発生終了後８時間、３次発生終了後２４時

間、４次発生終了後３２時間とした。子実体の採

取は、前項と同様とした。

１．４ 二酸化炭素濃度と培養袋内の重量の測

定 二酸化炭素濃度の測定は、ガス検知管

（No．２H、No．２L 二酸化炭素、株式会社ガス

テック）を使用した。測定個所は、培地上部と

表－３ 試験に供した培養袋
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ヒートシール部分、もしくは、キャップ部分の間の空間とし、接種５日後から１００日後までの二酸

化炭素濃度をほぼ５日ごとに測定した。また、二酸化炭素濃度の測定時に、培養袋の重量を含んだ

培養袋内の重量を測定した。

１．５ 菌糸伸長量の測定 接種１４日後から２０日後までの７日間の菌糸伸長量を測定し、１日当た

りの伸長量を算出した。測定部分は、培地側面の菌糸伸長部分の中で最も大きかった伸長量と最も

小さかった伸長量の平均とした。また、菌糸が、培地全体に蔓延した日数も測定した。

１．６ 培養袋の開発 袋Cの通気フィルターを不織布（商品名ルクサー、大塚テクノ株式会社）

と交換した培養袋（OT－R）を作成して子実体発生量を測定した。対照区は、袋Cとした。培養、

子実体の発生条件と採取については、培養期間は９０日、子実体の発生は４次発生までとした。培養

中の培養袋内の二酸化炭素濃度を接種３０日後に測定した。また、不織布（ルクサー）と袋Cのフ

ィルターの通気度をB型ガーレ式デンソメーター（東洋精機株式会社）で測定した。

２．結果と考察

培養袋内の二酸化炭素濃度の推移を図－４に示す。各培養袋とも菌糸が蔓延中は、菌糸が排出する

二酸化炭素の蓄積により高い数値を示した。菌糸が培地全体に蔓延する接種２５～３５日後に最も濃度が

高くなり、その後急激に減少した。このことから、菌糸が蔓延している接種３５日後までは、菌糸の呼

吸が活発であり、３５日後までは、それ以降に比べてより培養室の換気が重要であることが分かった。

また、培養袋により二酸化炭素濃度に差が生じ、最も濃度が高かった袋Aで９．２％、最も低かった袋

Cで３．５％であった。なお、培地を横に倒して二酸化炭素の排出を促す培養法は、培地を倒さない培

養法と比較して二酸化炭素濃度に大きな差は生じなかった。また、各培養袋とも二酸化炭素濃度に２

つのピークが認められた。１つめのピークは、菌糸蔓延時、２つめはこぶ状菌糸の固まりの形成期と

いう報告２４）があるが、今回の試験では、菌糸蔓延時、菌糸の固まりの形成期という明確な区別はでき

なかった。

培養袋の種類による袋内の二酸化炭素濃度の違いは、培養袋に装着されたフィルターの通気性が原

因と考えられる。キノコは呼吸作用により、二酸化炭素と水を生成する２６）が、フィルターの通気性が

高い袋は、呼吸によって生じた水の蒸発が、スムーズに行われるため培養袋内の重量減少率が高くな

ると予想される。そのため、各培養袋内の重量減少率を比較した。

各培養袋内の重量の変化を図－５に示す。二酸化炭素濃度の高かった培養袋A、D、Eに比べて濃

度の低かった袋B、Cが、培養袋内の重量が、減少する割合が高くなった。培養終了時点の減少率は、

図－４ 培養袋内の二酸化炭素濃度の推移
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図－５ 培養袋内重量の推移

図－６ 菌糸生長量

表－４ 培養袋の違いが子実体発生に及ぼす影響

表－５ 培養袋OT－Rと Cにおける子実体発生量
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最も減少率の高かった袋と最も減少率の低かった袋で、１．６倍の開きがあった。このことから、培養

袋の通気性は、袋内の重量減少率から判断できることが分かった。

接種１４日後から２０日後までの培養袋別の１日当たりの菌糸伸長量を図－６に示す。各袋別の菌糸伸

長量を分散分析により危険率１％で検定したところ有意差が認められた。培養袋内の二酸化炭素濃度

が高かった袋A、D、Eでは菌糸伸長が悪く、二酸化炭素濃度が低かった袋B、Cでは菌糸伸長が良

好となった。また、培地全体に菌糸が蔓延する日数も二酸化炭素濃度が高かった袋A、D、Eでは蔓

延日数が長く、二酸化炭素濃度が低かった袋B、Cでは蔓延日数が短かった。蔓延日数が最も短かっ

た袋Cと最も長かった袋Dで２．５日間の差が生じた。シイタケと同じ白色腐朽菌のヒラタケ菌糸は、

二酸化炭素に対する耐性が大きく、濃度が２０％の雰囲気中では生長は旺盛であり、３０％になると生長

が鈍ることが報告されている１６）。ヒラタケ栽培の場合、通気の悪い栽培瓶では瓶の上部の二酸化炭素

濃度は最大時で１７～１８％であるが、底部では２５％を上回る高濃度となるため生長が阻害されると報告

されている２７)。菌床シイタケ栽培でも二酸化炭素濃度は、培養袋上部では１０％でも底部では２０％を越

える高濃度が予想される。そのため、培養袋の種類により菌糸伸長量に差が生じたと考えられる。

５次発生までの子実体発生結果を表－４に示す。発生重量、発生個数ともに、培養袋内の二酸化炭

素濃度が最も高かった袋Aとの比較では、二酸化炭素濃度の低かった袋C、Bは、袋Aに対して大

きくなり有意差が認められた。これは、培養袋の通気性が悪く二酸化炭素濃度の高かった袋では、菌

糸の伸長量が遅いために菌床が熟成不足となったことが原因と考えられる。

通気性の優れた袋を使用することで熟成度の高い菌床が得られ、収量の増加が見込まれることが分

かった。また、培養袋の通気性は、培養袋内の重量減少率で判断できることが分かった。

以上の結果を基に、通気性に優れた培養袋（OT－R）の開発を行った。通気フィルターには不織布

（商品名ルクサー、大塚テクノ株式会社）を採用した。フィルターの通気度はルクサーが１０．５sec／

１００ml、袋 Cが３８．５sec／１００ml であった。また、袋内の二酸化炭素濃度が、最も高くなる接種３０日後

のOT－Rと袋 Cの袋内の二酸化炭素濃度を測定した結果、OT－Rは２．３％、袋Cは４．１％となった。

これらのことから、OT－Rは袋 Cよりも通気性に優れていることが明らかとなった。OT－Rと袋 C

での４次発生までの子実体発生結果を表－５に示す。OT－Rは、袋 Cよりも発生重量、発生個数と

もに危険率５％で大きくなり、従来の培養袋よりも優れていることが判明した。

� 浸水時間が子実体発生に及ぼす影響

１．実験方法

１．１ 供試菌、接種源及び供試培地 供試菌、接種源及び供試培地は前項と同様である。培地は

１．２kg 用のポリプロピレン製培養袋（ST－１２P－２５、株式会社シナノポリ）に１㎏充填し、１１７℃で

９０分間殺菌して放冷後、接種源を１培地当たり約１５g接種した。

１．２ 培養条件 培養は温度２１℃、相対湿度は６５％で９０日間行った。接種３０日後までは暗黒で、

３１日目以降は８００lux の昼白色蛍光灯２本による１日８時間の照明下で培養を行った。

１．３ 子実体の発生条件と採取 ９０日間の培

養後、菌床を培養袋から取り出し温度１７℃、相

対湿度８５％の発生室に移動して１次発生を行っ

た。１次発生に供した培地数は６９培地である。

１次発生終了後、ただちに培地を浸水処理し

表－６ 浸水時間
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た。浸水条件を表－６に示す。浸水後の供試培

地数は、各試験区とも２次発生～４次発生が１２

培地である。子実体の採取は、前項と同様とし

た。

１．４ 培地含水率の測定 培養終了後と浸水

終了後の培地含水率を測定した。含水率は、

１１４℃で９６時間乾燥させた培地の重量を絶乾重

量として求めた。なお、培養終了後の含水率を

測定した培地は、全培地の重量の平均値に最も

近い３培地とした。浸水終了後の含水率を測定

した培地は、各試験区の培地重量の平均値に最

も近い３培地とした。

１．５ 菌体外酵素活性の測定 酵素活性は、

表－７に示す培地でラッカーゼ、セルラーゼ活

性を測定した。測定方法は、Ohga２８）に準拠して

行った。

粗酵素液の調製は、培地１０g（生重量）に１０

mMアセテートバッファー（pH４．２）を１００ml

加え、ワーリングブレンダーで撹拌後、混合液

を９，１００g、０℃で１０分間遠心分離した。上澄液

７０ml をとり、硫酸アンモニウムを飽和度が０．８０

になるように加え、４℃で３０分放置後、上記と

同条件で遠心分離した。沈殿を１mMアセテー

トバッファー３０ml に溶解し、１５，０００g、０℃で

１０分間遠心分離し、上澄液を粗酵素液とした。

活性試験の条件を表－８に示す。

ラッカーゼ活性は、反応後の溶液の５２５nmの吸光度を測定し、１分間に吸光度が０．００１上昇する

ときの酵素量を１Uとした。セルラーゼ活性は反応によって生成した糖をNelson－Somogyi 法によ

り定量し、１分間に１µmol のグルコースを生成するときの活性を１Uとした。

２．結果と考察

浸水処理後（２次～４次発生）の１培地当たりの子実体発生状況を表－９に示す。また、浸水による

培地含水率の推移を図－７に示す。培地の含水率は、１回目浸水後は１２時間浸水区が１次発生開始時（培

養終了後）の培地含水率に最も近く、次いで２４時間浸水区、８時間浸水区の順となった。１回目浸水後

（２次発生）の子実体発生重量は、１２時間浸水区で最も多くなった。次いで２４時間浸水区、８時間浸水

区となった。２回目浸水後（３次発生）の子実体発生重量も、培地の含水率が１次発生開始時の含水率

に最も近かった２４時間浸水区が最も多く、次いで１２時間浸水区、８時間浸水区の順となった。

このように、培養終了後の培地含水率に近い培地が、子実体発生量が多くなる傾向が伺えた。３回目

の各試験区すべて２４時間浸水後（４次発生）の発生重量は、８時間浸水区が最も多くなった。１２時間浸

水区と２４時間浸水区の発生重量はほぼ同じとなった。３回目浸水後の培地含水率は、８時間浸水区が培

表－７ 酵素活性を測定した菌床培地

表－８ 酵素活性測定条件
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表－９ 浸水処理後の子実体発生量

図－７ 培地含水率の推移
８時間浸水区、１２時間浸水区、２４時間浸水区：表－６参照
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養終了後の培地含水率に最も近く、次いで１２時間浸水区、２４時間浸水区となった。各試験区間で、２回

目浸水後の培地含水率ほどの大きな差はなかったものの、やはり培養終了後の培地含水率に近いほど発

生量が多くなることが示された。８時間浸水区は、３回目浸水後（４次発生）の発生量が他の試験区よ

りも多かった。しかし、４次発生の発生重量は、２次発生で発生重量が最も多かった１２時間浸水区の２

次発生での発生重量の４３．１％、また、３次発生で発生重量が最も多かった２４時間浸水区での３次発生の

発生重量の６７．２％であった。そのため８時間浸水区は、２次発生と３次発生の発生重量の低下を４次発

生で補うことはできなかった。このことから、発生段階の初期に培地の含水率が低い状態で発生操作を

行うと、発生段階の後期で、培地含水率を培養終了後の含水率に近づけても、発生後期で発生前期の発

生量の低下を補うことは困難なことが示唆された。これは、培地の水分が少ないために、すでに形成さ

れた原基数が減少したか、発生後期に発生するための原基の形成が充分できなかったためと推察され

る。培養期間を多くとり、熟成度が進んだと考えられる菌床ほど菌床の重量減少率が大きく、浸水によ

る吸水量も多くなると報告されている１６，１９）。今回の試験で、発生段階では、子実体の発生量が多い培地

ほど吸水量は少なくなり、含水率を上げるためにはより長時間の浸水が必要となることが分かった。

培地への浸水が加水分解酵素のセルラーゼ、酸化還元酵素のラッカーゼの活性に及ぼす影響について

検討した。ラッカーゼおよびセルラーゼ活性の経時変化を図－８に示す。食用担子菌の菌体外酵素活性

については、シイタケ３０，２８），３１－３２）、ツクリタケ３３）、ヒラタケ３４）、エノキタケ３５）、ブナシメジ３６）について研究

されている。菌体外酵素活性は、菌糸体の蔓延とともに酸化還元酵素が産出され、その後、子実体原基

形成、子実体形成へと成長段階が進展するにつれて酸化還元酵素の活性が低下し、加水分解酵素の活性

が高くなるとされており、子実体形成と密接な関係があるとされている。今回の試験でもこの傾向が認

められた。酸化還元酵素のラッカーゼは、培養中は高い値を示し、発生期間中は、培養期間中よりも全

般的に低く推移した。逆に加水分解酵素のセルラーゼは、培養期間中よりも発生期間中に高い活性を示

した。

シイタケ菌の木材細胞壁の分解では、まず、リグニン成分が分解され、腐朽の進展に伴いセルロース

成分が分解されることが形態的に観察されている。このことから、シイタケ菌は木材細胞成分を分解す

る際に、まず、リグニン分解酵素を産出し、その後セルロース分解酵素を産出するものと推察される。

図－８ 菌床培地でのシイタケの培養と発生段階におけるセルラーゼとラッカーゼ活性の推移
矢印は浸水処理を示す。１F：１次発生、２F：２次発生、３F：３次発生、４F：４次発生

―２５―



ところが、発生期間中の浸水操作によって、一時的に加水分解酵素のセルラーゼ、酸化還元酵素のラッ

カーゼともに、活性が上昇する現象が認められた。これは、浸水操作を行ったために、ラッカーゼ活性

の上昇からセルラーゼ活性の上昇という移行が極めて短時間に行われたものと思われる。

アミスギタケでは、子実体形成時に菌体外から吸収される炭素源が量的には重要であると報告されて

いる３７）。シイタケについても、アミスギタケと同様、子実体形成には菌体外炭素への依存度が高いと考

えられる。そのため、加水分解酵素、酸化還元酵素の活性上昇は、木材腐朽を促進させ、子実体形成に

必要な炭素源を菌体外から吸収する上で重要である。また、浸水は、強制的にこれら酵素活性を上昇さ

せるための有効な手段であることが分かった。

� おわりに

菌床シイタケ栽培において、高品質なシイタケを安定的に生産することは、シイタケ生産者の所得向

上に欠かせないものと考えている。今回は、菌床シイタケ生産者が安定栽培をする上で直面する問題点

である、培養温度、培養袋の通気性および培地への水分供給について検討した。

今後もさらに、高品質シイタケの安定生産技術に関する研究を深め、シイタケ栽培に携わる方々の発

展のために努力していきたいと考えている。
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徳島すぎの構造利用に関する研究

―横架材端部の鉛直支持耐カ試験―

三宅 裕司

要 旨

建築物の強度性能は、材料強度のほか、仕口など接合部の性能に影響される。現状では、多種多様の

仕口仕様があり、構造計算上、支持耐力がいくらなのか明らかにする必要がある。そこで、徳島すぎを

用いた県産木造住宅を供給する３タイプの住宅から、主な接合部を抽出し、鉛直支持耐力試験を実施し

た。

その結果、各住宅タイプの主な接合部の支持耐力が明らかとなった。柱―梁接合型の試験では、込

み栓打ちによる伝統構法の仕様に高い支持耐力が示された。梁―梁接合型においては、梁材を受ける

受け梁のめり込み耐力で決定され、その乾燥方法が大きく影響した。また、梁―梁接合（回転考慮）

型では、接合金物の性能と取り付けによる仕口の密着度が影響した。梁―梁接合型が、高い支持耐力

を得るには受け梁の残り寸法を大きく採る方が有効であった。

� はじめに

徳島県では、徳島すぎの構造利用を図るため、これまでに実大材強度試験の研究成果を生かし、品確

法に対応した「徳島すぎスパン表」を作成し、設計者や大工・工務店等が現場で使えるものとして普及

してきた。

しかし、実際の建築物の強度は、材料強度のみならず接合部（仕口）の性能に支配されている。これ

まで接合部（仕口）仕様の耐力について明示できていなかった。このため、徳島すぎ接合仕様検討委員

会を発足させ、課題であった横架材端部の接合性能について、鉛直支持耐力試験を実施した。

� 試験体と試験方法

１．住宅タイプ 通常使われている代表的な横架材端部を抽出するため、表－１に示す徳島すぎを使

用した県産木造住宅を供給する３社（Ａ、Ｂ、Ｃ）の仕様を選び、試験体の接合部を製作した。

２．試験材料 試験体に使用する梁材については、那賀町丈ヶ谷（旧上那賀町）の６５年生の山で、３
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ヶ月間、葉枯らし乾燥したすぎを用いた。評価値

の信頼性を高めるため、丸太から製材品までを強

度等級区分の手法を用い、ばらつきを抑えた試験

材料を調達した。調達した梁材は、丸太、製材（乾

燥前）、乾燥後の各段階において、縦振動法によ

るヤング測定を行い、Ｅ７０～Ｅ９０を６０本選別、区

分けした。

平均末口径３０cm、長さ４mのすぎ丸太を１２０㎜

×２４０㎜×４０００㎜に製材した後、乾燥は各住宅タ

イプの乾燥方法の仕様に従って実施した。

なお、受け梁、柱については、別途ヤング係数を揃えたものを購入等で調達した。

３．試験体と仕口仕様 試験体は、図－１に示すように柱―梁接合型と梁―梁接合型の２型とし、

梁―梁接合型については、受け梁（支持点）が回転しない場合と、受け梁が回転する影響を考慮し

た場合の２種類とした。

仕口仕様は、表－２～４に示すように３社（Ａ、Ｂ、Ｃ）の通常用いられている標準仕様Ｓと、こ

の仕様（標準形）を基準として、図－２に示す大入れ寸法や受け梁の残り寸法の影響を調査する仕様

Ｏ、ヤング係数の影響を調査する仕様Ｅ、接合金物の影響を調査する仕様Ｋの４種を必要に応じて設

定した。

試験体は、それぞれ各住宅タイプの加工方法に従い、合計３型４種１２１体を製作、供試した。

４．試験方法 図－３に示すように梁中央部を力点として毎分５㎜の単調増加荷重を加えた。変位測

定は、梁中央部と梁端部仕口の両側で鉛直方向変位を測定した。柱―梁接合型及び梁―梁接合型は、

図－１ 試験体図

図－２ 大入れ寸法と受け梁の残り寸法

図－３試験方法
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支持する柱や梁のズレや回転が生じないようにス

トッパーにより拘束した。また、梁―梁接合型

において、標準形試験体の一部については受け梁

の回転を考慮し、ストッパーを外した場合につい

ても試験を行った。

５．評価方法 梁端部の支持耐力は、短期基準接

合耐力に１．１／２を乗じた値を長期許容支持耐力

として求めた。

短期基準接合耐力は、降伏耐力 P y または、

最大荷重 P max の２／３の平均値に、それぞれのばらつき係数を乗じて算出した値のうち小さい方

とした。

なお、変位３０㎜時の荷重を最大荷重とし、変位３０㎜未満で最大荷重に達した場合は、それを最大荷

重とした。また、降伏耐力 P y は、荷重―変形曲線の終局加力を行った頂部を結んで作成した包絡

線より求めた。得られた値は、１／２を乗じて梁端部（接合部）１箇所当たりの評価とした。

� 結果と考察

１．縦振動法によるヤング係数追跡結果 丸太、製材（乾燥前）、乾燥後の各段階においてヤング係

数を追跡した結果を図－４に示した。丸太を製材することにより、密度の高い辺材部が切削されヤン

グ係数が低下するが、各乾燥により含水率の低下とともにヤング係数が向上することが確かめられ

た。

乾燥後のばらつきを抑えるため、製材（乾燥前）段階で、平均ヤング係数を７．２GPa に揃えて各乾

燥法に供試したところ、高温乾燥材は７．９GPa、中温乾燥材は７．４GPa 天然乾燥材は７．６GPa の平均ヤ

ング係数となった。また、各乾燥材の変動係数は０．１となり、ばらつきが抑えられた梁材を供試する

ことができた。

２．柱―梁接合型 表－５に示すように、通常使用されている標準形（Ｓ）の仕口では、伝統構法

のCタイプが高い耐力値を示した。特に、込み栓打ちが施された仕口（Ｓ�）では、他のタイプに
比べ受圧面積が大きく、耐力にも大きく影響した。また、込み栓打ちは、仕口の胴付き力が高まるこ

とから、初期剛性の向上に著しい効果が認められた。（図－５）

接合金物を用いたプレカットのＡタイプでは、

Ｄボルトの効果が認められるが、大入れ寸法を増

した（Ｏ�）は、耐力が増加しなかった。高温乾
燥に伴う内部割れの影響ではないかと推察され

る。

また、軸ボルトを使用したプレカットのＢタイ

プの標準形（Ｓ�）については、期待した荷重が
出なかった。ボルトなし（Ｋ�）や E９０の梁材を
使用した（Ｅ�）場合において、高い耐力値を示
していることから、柱の回転が拘束されている

と、ボルトは耐力に影響していないと考えられ

図－４ ヤング係数追跡結果

図－５ 標準形仕口の荷重一変位グラフ
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る。むしろ、梁上端部に箱抜きを設けた軸ボルト

は、施工上、初期段階での変形が生じやすく、ま

た、割裂が生じやすいため、この点を改善する必

要がある。

３．梁一梁接合型 柱―梁接合型と違い、この

型の試験は梁を受ける受け梁の繊維方向が荷重に

対して直交するため、接合部耐力は、梁材のせん

断耐力ではなく、受け梁のめり込み耐力で決定し

た。（図－６）このため、表－６に示すように各

タイプとも受け梁の残り寸法を増した（Ｏ�、Ｏ
�）場合は、耐力の向上が見られた。なお、大入
れ寸法を増した（Ｏ�）場合や E９０の梁材を使用した（Ｅ�）場合については、Ａタイプにおいて高
い耐力値を示したが、他のタイプにはこの傾向が見られなかった。また、通常使用される標準形（Ｓ）

の仕口は、Ｂ・Ｃタイプが高い耐力値を示した。

このことから、受け梁の回転を拘束しているため、ボルトの効果よりも、梁材の乾燥方法による違

いが耐力値の差に現れていると考えられる。また、受圧面積の増加（大入れ寸法を増すこと）が、単

純に耐力増となるよりも、断面欠損による受け梁の剛性低下を考慮する必要がある。同様に、ヤング

係数の高い材を使用した場合についても、単純に耐力増となる明確な要因にはならず、試験体数を増

やして精細な検討を行う必要がある。

４．梁一梁接合（回転考慮）型 表－７に示すように、通常使用されている標準形（Ｓ）の仕口では、

Ａタイプが高い耐力値を示した。Ａタイプが使用するＤボルトは、断面の中心に軸ボルトを入れて梁

材を引き寄せるため、仕口の密着度が高く、梁の抜け出し防止に高い効果が出ている。Ｂタイプにつ

いては、羽子板ボルトの締め付けや取り付け方による遊びの影響ですべりが生じるが、遊びがなくな

ると耐力が向上した。

Ａ・ＢタイプそれぞれのＳ�とＳ�は、受け梁の残り寸法が同じであったが、耐力値の差が梁断面
や大入れ寸法の違いによるものかは、明確な要因が得られなかった。Ｃタイプについては、接合金物

を使用していないにもかかわらずＢタイプのＳ�に近い値を示したが、外周梁や吹き抜けに面した梁
に使用する場合は、回転することにより耐力が小さいので、ボルトを併用することによって支持耐力

の向上を図る必要がある。

特に、この型は梁―梁接合型のＳ�（回転考
慮）と違い、受け梁の回転のほか、たわみによる

影響も考慮する必要があり、スパンを長く採る場

合や負担荷重が重い場合は、耐力の低下を考慮す

る必要がある。

５．各乾燥法の性状 図－７に梁―梁接合（回

転考慮）型の荷重―変位グラフの一例を示した。

Ａタイプが使用している高温乾燥材は、グラフ初

期の立ち上がりから、初期剛性が高いことが示さ

図－６ 受け梁のめり込み破壊

図－７ 乾燥別荷重一変位グラフ
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れた。また、高温乾燥材は、高い耐力が示されているが、降伏後の耐力が上下に大きく振れ、内部割

れの影響が示唆された。Ｃタイプが使用する天然乾燥材は、グラフの初期線が緩やかに放物線状を示

した。Ｂタイプが使用する中温乾燥材は、高温乾燥と天然乾燥の中間的な性状を示した。

� おわりに

木造住宅における接合部の形状は多種多様である。今回の試験では乾燥・加工方法や接合形状の組み

合わせが限定されているものの、徳島すぎを使用した県産木造住宅の代表的な接合部の鉛直支持耐力が

明らかになり、実際の構造計算にも使えるものとなった。

この試験結果については、現場で使えるものとして徳島すぎ接合仕様検討委員会の監修のもと別途「徳

島すぎスパン表接合編」として指針書を作成する予定である。また、接合性能が明らかになる一方、一

部において接合部の耐力不足などいくつかの技術課題も浮き彫りとなり、改善策の検討も必要である。
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表－１ 県産木造住宅

表－２ 柱一梁接合型試験体の仕口仕様
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表－３ 梁一梁接合型試験体の仕口仕様

表－４ 梁一梁接合（回転考慮）型試験体の仕口仕様

表－５ 柱一梁接合型の試験結果
単 位：

kN
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表－６ 梁一梁接合型の試験結果
単 位：

kN

表－７ 梁一梁接合（回転考慮）型の試験結果
単 位：

kN
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